
国民健康保険財政への国庫負担割合を医療費総額の 

４５％に戻すことを求める意見書 
 

 １９６１年に国民健康保険税（以下「国保」）制度が確立し、国民皆保険制度がスタートした。以来４０数

年を経て、現在国保には国民の約４割（２００６年４月現在４，７３８万人、市町村国保のみ）が加入して

いる。 

 １９６１年の国民皆保険以降、国保はこれまでの自営業や農林水産業者など雇用者以外の人たちが加入す

る制度だったが、２００６年現在では無職者が５４．８％、被用者保険に入れない雇用者が２４．１％にな

り、自営業者は１４．５％、農林水産業は４．０％にすぎない。しかも、６０歳以上の国民の７４．４％が

国保に加入し、２００８年には後期高齢者医療制度の創設で７５歳以上の国保加入者がそこに移った。 

 国保加入者の平均所得は１世帯あたり１９９１年度の２７６．５万円から２００５年度には１６８．７万

円に１００万円以上低下し、健康保険加入者の年間所得の半分以下である。しかも、平均受給月額５万円以

下の国民年金生活者の増加、本来、組合健保や協会けんぽ（旧政管健保）に加入すべき非正規労働者やフリ

ーター等の低賃金の人が国保に加入している。 

 また、国保税の滞納世帯が急増しており、２００８年６月の厚労省発表では全国で４５３万世帯・２０．

９％、宮崎県内では５０，８７０世帯（２５％ 全国第４位）となっている。滞納世帯の資格証明書や短期

保険証の発行も増加し、病気になっても医療が受けられず手遅れで死に至る事例も増加している。 

 このような事態を招いたのは、１９８４年からの国による国庫助成金を引き下げたことが決定的な要因に

なっている。国は同年、被保険者の保険料と保険者による拠出金のみを財源とする退職者医療制度を創設す

るとともに、国保財源の国庫補助を医療費ベースで４５％から３８．５％へと削減した。このため市町村で

は国保財政の悪化を補うため国保税を増額せざるを得なくなった。また、国保の総収入に占める国庫支出金

の割合は、１９８４年の４９．８％から２００５年の３０．６％へと激減し、１人当たりの国保税は３９，

０２０円から８０，３５３円と倍増した。 

 以上のような経過の中で、国庫負担の削減・住民負担率は増大し続け、「払いたくても払えない」国保税と

なってきている。これによって国保会計が赤字に陥り、国保税の値上げ、滞納世帯の増加、国保税収納率の

低下、国の交付金削減、国保会計赤字の拡大という悪循環に陥り、自治体の国保財政は、自治体だけの努力

では解決できない危機的状況に追い込まれている。 

 本来、国保は社会保険であり、国が当然責任を持って援助し、国保税が払えず、治療が受けられないよう

な事態が生ずるなどあってはならない制度である。 

 このように、高すぎる国保税を抜本的に解決し、国民皆保険制度を維持するためには、国民健康保険財政

への国庫負担割合を段階的に１９８４年当時に医療費総額の４５％に戻すことがどうしても必要である。 

 よって、国民皆保険制度を維持するために、国民健康保険財政への国庫負担割合を１９８４年当時の医療

費総額の４５％に戻すよう要請する。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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